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概　要

　本稿では、教育や就業、所得などにおける男
女格差と比べ、これまで看過されがちであった
資産形成における男女格差について検証するこ
とを主たる目的とする。男女間および夫婦間に
おける資産格差、また結婚が女性の資産形成に
与える影響などについて分析した先行研究を概
観した上で、「消費生活に関するパネル調査」か
らの個票データを用いて、日本における夫婦間
の資産格差について検証する。先行研究では、
一貫して、男女間のみならず夫婦間においても
資産格差が確認され、男性に比べ女性の資産保
有額が少ない傾向にあることが示されている。
その主な要因としては、所得や労働市場におけ
る特色、ポートフォリオの構成などでみられる男
女の違いが挙げられているほか、夫婦間の資産
格差においては夫婦財産制などといった制度や
夫婦間の交渉力の差などが一定の役割を担うこ
とが示されている。ただし、主たる住居に関し
ては夫婦が共同で所有する傾向がみられるなど、
住宅資産は男女間の資産格差を縮小させる働き
を有することが指摘されている。他方、日本の
個票データをもとに夫婦間の資産格差について
検証したところ、日本においても夫婦の間で資
産格差が確認されたが、その度合いは欧米諸国
を対象とした先行研究が報告しているものより
も大きいことが明らかになった。その主な理由
としては、日本では夫婦が共同で主たる住居を
所有することが欧米諸国ほど一般的ではないこ
と、また無職や非正規雇用者である女性が比較
的多いことなどが挙げられる。これらの背景に

は、日本では、結婚による妻の所得の損失を夫
からの資産移転で補填しにくい税制度になって
いること、また税制度や社会保険制度が夫婦に
妻の労働供給を抑えるインセンティブを与える
設計になっていることなどがあると考えられる。

1．はじめに1

　持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable De-
velopment Goals）では、「ジェンダー平等を達
成し、すべての女性と女児のエンパワーメント
を図ること」が目標 5として掲げられている。
ジェンダーの平等は、基本的人権であるのみな
らず、持続可能な世界を実現するための重要な
手段であるとも考えられている。言い換えれば、
人類の半数にのぼる女性の権利や機会が保証さ
れなければ、人々の潜在能力を開花させ、持続
可能な世界を実現することは不可能だというこ
とである。しかしながら、ジェンダーの不平等
は、今なお様々な場面で見受けられ、最も深く
根を張った不平等の一つとなっている（UNDP 
2019）。このように、ジェンダーの不平等は重
要な社会課題の一つであることからも、国際
社会は、国連開発計画（UNDP：United Nations 
Development Programme）のジェンダー開発指数
（Gender Development Index）やジェンダー不平
等指数（Gender Inequality Index）、また世界経済
フォーラムのジェンダー・ギャップ指数（Gender 
Gap Index）など、教育や健康、経済、政治など
の分野における男女格差を数値化するなどし、
格差是正に向けた進捗状況を監視してきた。
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など世帯員の間でも重要である。特に、世帯内
の交渉力などは、女性や女児が世帯内で置かれ
ている状況などにも影響しうるため、ジェン
ダーの不平等を理解する上でもその実態を把握
することは極めて重要である。
　以上の点を踏まえ、本稿の主たる目的は、資
産形成における男女格差について検証すること
である。まず初めに、男女間および夫婦間にお
ける資産格差、また結婚が女性の資産形成に与
える影響などについて分析した先行研究を概観
し、主な論点を整理する。前述のとおり、デー
タの制約などから、教育や就労、所得などにお
ける男女格差と比べ、資産形成における男女格
差について分析した研究は未だに限定的ではあ
るものの、近年、ようやく先行研究により重要
な傾向や知見が示され始めている。したがって、
それらを概観することで、男女間の資産格差の
実態やその要因などについて考察する。
　次に、「消費生活に関するパネル調査」から
の個票データを用いて、日本における夫婦間の
資産格差について検証する。日本は、欧米諸国
などと比較し、性別による分業が世帯内などに
おいてより根強く残っているほか、税制度など
がそれを助長するような設計となっている。欧
米諸国を対象とした先行研究の結果と比較する
ことで、男女間の資産格差に及ぼす税制度など
の影響についても考察する。
　本稿の構成は次のとおりである。第 2 節では、
男女間の資産形成における差異について検証する
際の基盤となる概念的枠組みについて説明する。
第 3節では、男女間および夫婦間における資産格
差、また結婚が女性の資産形成に与える影響など
について分析した先行研究を概観する。第 4節
では、日本の事例を取り上げ、夫婦間の資産格差
の実態について検証し、その背景にある要因につ
いて考察する。最後に、第 5節では、本研究の
政策的含意などについてまとめ、むすびとする。

 
2．概念的枠組み

　資産形成における男女格差の要因について考
察するにあたっては、まず資産がどのように蓄
積されるのかを理解する必要がある。式（1）
で示す枠組みでは、t +1期の資産（Wt +1）は次の
資産関数として表すことができる：

　教育や就業、所得などにおける男女格差と比
べ、これまで看過されてきたのが資産形成に
おける男女格差である。資産格差に関しては、
1980年代以降、多くの国で拡大傾向にあるこ
とは言うまでもない（例えば、Piketty 2014; 
Saez and Zucman 2016）。ただし、資産格差に関
する実証研究は、資産が世帯内において均等に
分配されているという仮定の下、世帯単位で行
われることが多い。その主な原因となっている
のがデータの制約である。格差などの研究には
世帯調査からの個票データを用いることが多い
が、世帯調査では、世帯員ごとに収集される学
歴や所得などに関するデータとは異なり、資産
に関するデータは世帯単位で収集されることが
より一般的である。その結果、男女間の資産格
差に関する研究が限定的になっていることに加
え、世帯内資源配分に関する研究においては所
得や消費に焦点が当てられ、世帯内で資産がど
のように保有されているのかなどについてはこ
れまで殆ど研究されてこなかった。
　それでは、なぜ、男女間、また世帯内での資
産格差の実態を把握する必要があるのであろう
か。その理由として主には次の 2点が挙げられ
る。まず第一に、個人レベルでの資産格差を把
握することで、社会全体における資産格差を
より正確に捉えることができる。Frémeaux and 
Leturcq（2020）は、フランスのデータを用いて、
家計資産の保有割合が夫婦間で等しいと仮定し
た場合、女性が保有する資産の割合が過剰評価
され、これが個人単位での資産格差、また男女
間の資産格差の過少評価につながってしまうこ
とを指摘している。社会全体の資産格差の実態
を把握するためには、個人の資産保有額を正確
に捉える必要がある。
　第二に、資産は、経済的困難な時期に生活水
準を維持するための資金源となるほか、老後の
生活費や世代間移転のための資金源にもなるこ
とから、生涯を通じて、また世代を超えて人々
のウェルビーイングを決定づける重要な要因の
一つである。男女間の所得格差も重要ではある
が、所得では格差の一時点の状況しか捉えるこ
とができない。これに対し、資産格差は、生涯
を通じて格差がどのように蓄積されているのか
を示しうるものである。加えて、世帯内におけ
る資産の分配は、世帯内の交渉力や意思決定力
の分配にも影響するため、資産の所有は夫婦間
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傾向にあるため、結婚の時点で、夫は妻よりも
多くの資産を保有していることが予想され、こ
れもその後の夫婦間における資産蓄積の差に影
響しうる。しかし、夫婦が主たる住居を共同で
所有する場合、これは、結婚当初の保有資産が
少ない傾向にある妻のその後の資産蓄積を後押
しする可能性がある。Lersch（2017）は、ドイ
ツにおいては、未婚女性よりも既婚女性の方が
より多くの資産を蓄積する傾向にあり、その主
な要因として既婚女性が夫と共同で行う住宅投
資を挙げている。
　貯蓄性向に関しては、一般的に男性の方が女
性よりも収入が多いことから、男性は女性より
も生涯を通じてより多くの資産を蓄積する可能
性が高い。男女間の収入の差をもたらす要因と
しては、性別による産業や職業の分離、また賃
金や労働供給、雇用形態、勤続年数などにおけ
る男女間の差などが考えられる。このような労
働市場における男女格差を引き起こす要因の一
つとして、女性の方が男性よりも家事や育児、
介護などの負担をより多く負う傾向にあること
が挙げられ、それが就業状況への影響などを通
じて、男女間の資産格差にもつながっている可
能性がある。
　最後に、資産の蓄積には遺産や生前贈与など
といった世代間移転の受け取りも影響する。こ
れまでの先進国における分析では、世代間移転
の分配に顕著な男女差は確認されない傾向にあ
るが（例えば、Edlund and Kopczuk 2009）、世
代間移転は男性よりも女性にとって相対的に重
要である可能性はある。その理由として、男性
と比較し、女性の場合、資産収益や所得などと
いった資産を形成する他の要素が少ない傾向に
あることが挙げられる。Black et al.（2022）は、
ノルウェーの行政データを用いて、純労働所得
や公的給付、世代間移転が資産化された合計と
して定義される「総流入」において、男性と比
較して女性の場合、世代間移転がより重要な構
成要素となっており、特に富裕層においてその
傾向がより顕著であることを示している。Black 
et al.（2022）は、このような男女差は、世代間移
転の額における男女差によるものというよりも、

　Wt +1 = (1+rt) Wt + (Yt－Ct) + Tt  （1）

　ここでは、rtは t期における資産の収益率、
Ytおよび Ctは t期の所得および消費、Ttは t期
に受け取った世代間移転を示す。つまり、資産
の蓄積は、主に次の 3つの要因によってもたら
される：（i）ある収益率（rt）で生み出される
追加的資産、（ii）貯蓄（Yt－Ct）、（iii）世代間
移転の受け取り（Tt）。
　この枠組みに基づくと、男女間の資産格差は、
これら 3つの要因における男女間の差異によっ
てもたらされると考えることができる。一方、
夫婦間においては、夫婦が一つの効用関数を共
有する単一の経済主体として行動するのであれ
ば（Becker 1981）、妻と夫は同一の資産関数を共
有し、共同で資産を蓄積することが予想される。
この場合、夫婦間では資産が均等に分配される
はずである。しかし、夫婦が異なる選好をもつ
個人の集合として行動するのであれば（Chiappori 
1988）、それぞれが異なる資産関数を有し、夫婦
間での資産の分配は前述の 3つの要因における
夫婦間の差異などによって決定される 2。
　まず資産の収益率における違いであるが、こ
れはポートフォリオの構成の違いによるところ
が大きい。そして、ポートフォリオの構成は、
主には金融リテラシーやリスク選好、資産保有
額などといった要因によって決定づけられる。
これまでの研究によると、男性は女性よりも金
融リテラシーが高く（Lusardi and Mitchell 2008; 
Tinghög et al. 2021）、また女性は男性よりもリ
スク回避度が高い傾向にあるため（Croson and 
Gneezy 2009）、男性の方が女性に比べより高い
リターンが得られるような資産配分を行う可能
性が高い。これは、初期資産の水準が同じであっ
たとしても、男性の方が女性よりも時間の経過
とともにより多くの資産を蓄積する可能性が高
いことを意味する。加えて、男性の方が女性よ
りも多くの収入を得る傾向にあるため、貯蓄に
充てられる資産を当初からより多く保有してい
る可能性も高い。夫婦間においては、これらの
点に加え、男性の方が女性よりも遅く結婚する

2  実証研究では、単一モデル（unitary model）よりも集合体モデル（collective model）を支持する結果が得られる傾向にある。実証研究の展望
に関しては、Chiappori and Molina（2020）などを参照されたい。
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活用した研究（例えば、Frémeaux and Leturcq 
2020; Sierminska et al. 2010）や資産に関する行
政データを活用した研究（例えば、Meriküll et 
al. 2021）などが増えつつある。これらの先行
研究により、今まで問題視されてこなかった男
女間あるいは夫婦間における資産格差の実態が
明らかにされつつある。本節では、主に 3つの
側面、すなわち、（i）男女間の資産格差、（ii）
夫婦間の資産格差、（iii）結婚が女性の資産形
成に与える影響、から先行研究を概観し、資産
形成における男女間の差異やその要因などにつ
いて考察する。なお、第 4節で日本の事例を取
り上げることから、ここでは先進諸国に関する
先行研究を中心に概観することとする 3。

3.�1.　男女間の資産格差

　これまでの研究では、女性よりも男性の方が
より多くの資産を保有している傾向が確認さ
れ、その主な要因として所得や労働市場におけ
る特色、ポートフォリオの構成などでみられる
男女の違いが挙げられている。Ruel and Hauser
（2013）は、米国では、男性と比較して、女性
の生涯所得の低さが彼女たちの低い資産蓄積能
力につながっていることを指摘している。同
様に、Sierminska et al.（2010）は、ドイツにお
ける男女間の資産格差には、男女間の所得や
労働市場における経験の差が大きく影響して
いることを示している。しかし、Sierminska et 
al.（2019）は、2002年から 2012年にかけて、
ドイツでは女性の労働市場への参加が増加し、
その結果として職業構造が変化したことで、男
女間の資産格差における説明要因としての労働
市場関連（雇用形態や就業状況など）の役割が
増し、逆に恒久所得の役割が減少したことを指
摘している。
　他方、Waitkus and Minkus（2021）は、同じ
くドイツにおいて、所得や任期、フルタイムの
勤務経験などといった労働市場の特色の影響
を取り除いた後でも、男女間の資産格差におけ
る職業の重要性を見出している。特に、自営業
者やエンジニアのような技術職では女性の割合

女性のその他の流入の水準が男性のそれより
も平均的に低いことに起因するものであると指
摘している。これとは対照的に、日本に関する
Hamaaki et al.（2019）の分析では、娘よりも息子、
特に家系を継ぐ息子の方がより多くの遺産を受
け取る傾向が強いことが示されている。
　ここまでの議論は、資産関数の 3つの構成要
素、すなわち、ポートフォリオの構成、貯蓄、
世代間移転の受け取りのすべてにおいて男女間
で違いが確認され、いずれも女性よりも男性の
資産形成を助長するものであることを示唆す
る。そして、これらの違いが、男女間、ひいて
は夫婦間における資産格差を引き起こしている
可能性が高い。一方、妻と夫が共に出資し、共
同で資産を蓄積するのであれば、結婚は男女間
および夫婦間の資産格差の縮小において一定の
役割を担う可能性もある。

3．先行研究

　ジェンダーの不平等に関しては、これまで教
育や就業、所得などの側面を中心に数多くの研
究がなされてきた。これとは対照的に、看過さ
れる傾向にあったのが資産形成における男女格
差である。その主な原因の一つがデータの制約
である。所得などのデータとは異なり、資産に
関するデータの場合、通常の世帯調査では、世
帯員単位ではなく、世帯単位で収集されること
がより一般的である。したがって、個人レベル
での資産保有額に関するデータの入手が困難で
あることから、資産形成における男女間の差
異について検証することは極めて難しい。単
身世帯にサンプルを絞って男女間の資産格差
について検証した研究（例えば、Austen et al. 
2015; Schmidt and Sevak 2006）もあるが、サン
プルの偏りの問題があることは否定できない。
他方、ドイツの German Socio-Economic Panel
（SOEP）やフランスの French Household Wealth 

Survey “Enquête Patrimoine” などといった調査
では、資産に関するデータが個人レベルで収集
されているため、近年、このようなデータを

3  途上国に関する研究では、所有権や相続権などの観点から、男女間の資産格差、特に土地の所有における男女格差について検証した研究が
中心となっている（例えば、Agarwal et al. 2021; Doss et al. 2015）。
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同で資産を蓄積するのであれば、結婚は男女間
および夫婦間の資産格差の縮小において一定の
役割を担う可能性もある。

3．先行研究

　ジェンダーの不平等に関しては、これまで教
育や就業、所得などの側面を中心に数多くの研
究がなされてきた。これとは対照的に、看過さ
れる傾向にあったのが資産形成における男女格
差である。その主な原因の一つがデータの制約
である。所得などのデータとは異なり、資産に
関するデータの場合、通常の世帯調査では、世
帯員単位ではなく、世帯単位で収集されること
がより一般的である。したがって、個人レベル
での資産保有額に関するデータの入手が困難で
あることから、資産形成における男女間の差
異について検証することは極めて難しい。単
身世帯にサンプルを絞って男女間の資産格差
について検証した研究（例えば、Austen et al. 
2015; Schmidt and Sevak 2006）もあるが、サン
プルの偏りの問題があることは否定できない。
他方、ドイツの German Socio-Economic Panel
（SOEP）やフランスの French Household Wealth 

Survey “Enquête Patrimoine” などといった調査
では、資産に関するデータが個人レベルで収集
されているため、近年、このようなデータを
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きな制約に直面している可能性がある（Austen 
et al. 2015）。
　男女間の資産格差において年金が果たす役割
に着目した研究もある。Warren（2006）は、英国
では、男女間の資産格差の大部分は女性の年金
資産が相対的に少ないことによるものだと説明し
ている。一方、Cordova et al.（2022）は、ドイツ
では、家族介護者の社会保険料の補助などといっ
た法定年金制度の再分配機能により、資産分布
の下位半分においては、年金が男女間の資産格
差の縮小に貢献していることを示している。
　最後に、Anglade et al.（2017）は、エクアド
ルにおいて、単身の世帯主における男女間の資
産格差のみならずパートナーをもつ世帯主の間
での資産格差についても検証し、パートナーを
もつ世帯主における男女間の資産格差の方が単
身の世帯主の場合よりも小さいことを見出し
ている。このような結果を踏まえ、Anglade et 
al.（2017）は、エクアドルで導入されている共
同所有を認める夫婦財産制などは男女間の資産
格差の縮小に貢献しうるものであると論じてい
る。他方で、Anglade et al.（2017）は、資産分
布の下位および中央値の場合のみではあるが、
世代間移転の受け取りにおける男女の違いが、
男女間の資産格差につながっていることを示し
ている。したがって、Anglade et al.（2017）は、
男女間の資産格差への対応策としては、ジェン
ダー平等を促進するような結婚法・相続法の制
定に加え、女性（特に貧困層の女性）の法的リ
テラシーの向上の重要性を強調している。

3.�2.　夫婦間の資産格差

　夫婦間の資産格差については未だに殆ど研究
がなされておらず、世帯内資源配分に関する研
究においては、これまで所得や消費に焦点が当
てられてきた。著者が把握している限り、夫婦
間の資産格差について検証した研究は次の 3点
のみである4。Grabka et al.（2015）によれば、ド
イツにおいては、夫婦の資産に占める女性パー
トナーが保有する資産の割合は約 37％である。
この研究では、女性が自営業者であることや他
国からの移住者ではないこと、世代間移転を受

が低く、教師や看護師のような社会・文化的職
業では女性の割合が高いことが、男女間の資産
格差を引き起こしていることを指摘している。
Meriküll et al.（2021）も、エストニアでは、男
性の方が自営業を営む傾向が強いことが、資産
分布の上位における男女間の資産格差の重要な
説明要因になっていることを示している。これ
は、男女間の資産格差が事業資産において最も
大きいという事実にも反映している。このよう
に、Meriküll et al.（2021）では、資産格差の主
な要因として所得およびポートフォリオ構成に
おける男女差が挙げられているが、世代間移転
の受け取りや消費性向においては顕著な男女差
は確認されていない。
　男女間の資産格差におけるポートフォリオ構
成の重要性は、他の研究でも示されている。一
般的に、女性のポートフォリオは男性よりも分
散されておらず、住宅などのようなリスクの
低い資産に集中している傾向にある（例えば、
Austen et al. 2014）。Szymborska（2022）は、米
国では、持ち家には男女間の資産格差を縮小さ
せる効果がある一方で、高利回り資産の所有
における男女差は男女間の資産格差の拡大に
つながっていることを示している。Meriküll et 
al.（2021）もまた、エストニアでは、夫婦は主
たる住居を共同で所有する傾向にあるため、住
宅資産は男女間の資産格差を縮小させる重要な
要因であるとしている。
　興味深いことに、Austen et al.（2015）は、オー
ストラリアでは、2002年から 2010年において
男女間の資産格差が拡大し、この拡大は主に男
性の単身世帯が所有する主たる住居の価値の上
昇率が、女性の単身世帯が所有する資産の価値
の上昇率よりも高かったことに起因しているこ
とを見出している。女性の単身世帯の方が男性
の単身世帯よりも扶養する子どもがいる傾向が
強いことを考慮すると、これは、ひとり親世帯
が住宅取得に際し一定の障壁に直面しているこ
とを示唆するものである。扶養する子どもがい
る場合、子育ての経済的負担に加え、育児のた
めに労働時間が制限されてしまうことから、ひ
とり親世帯になる傾向の強い女性の単身世帯は
男性の単身世帯よりも住宅選択においてより大

4  ここで紹介する先行研究においては、夫婦とは必ずしも法的に婚姻関係にあるカップルに留まらない。
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性も否定できないとしている（Rehm et al. 2022）。

3.�3.　結婚と女性の資産形成

　先行研究では、男女間のみならず夫婦間にお
いても資産格差が確認され、夫に比べ妻の資産
保有額が少ない傾向にあることが示されてい
る。前述のように、個人資産に関するデータの
入手が難しいことから、資産格差などといった
資産に関する研究は、資産は世帯内で均等に分
配されているという仮定の下で行われることが
少なくないが、夫婦間における資産格差の存在
はそのような仮定を疑問視するものである。た
だし、欧米諸国を対象としたこれまでの研究で
は、少なくとも主たる住居に関しては夫婦が共
同で所有する傾向がみられる（例えば、Grabka 
et al. 2015; Lersch 2017; Meriküll et al. 2021）。家
計資産において大きな割合を占める住宅資産が
夫婦共同の資産であるならば、結婚は女性の資
産蓄積を後押しするものなのであろうか。本節
の最後に、結婚と女性の資産形成に関する研究
を概観する。
　近年、結婚と資産との関係について検証した
研究は増加傾向にあり、基本的には、結婚は人々
の資産蓄積においてプラスの効果をもたらすこ
とが示されている（例えば、Frech et al. 2017; 
Painter et al. 2015; Ruel and Hauser 2013; Ulker 
2009; Vespa and Painter 2011）5。ただし、これま
での研究では、データの制約上、家計資産がア
ウトカム変数として使われることが一般的で
あった。夫婦の間で資産が均等に分配されてい
るのであれば、このような分析に家計資産を用
いることは何ら問題はない。しかしながら、本
節でもみてきたように、これまでの研究では夫
婦間においても資産格差が確認されており、夫
婦の間で資産が均等に分配されている可能性は
極めて低い。もちろん、夫婦の場合、どちらが
所有しているかにかかわらず、住宅など、互い
が所有している資産を共同で利用することは可
能ではあるが、資産の共同利用は保証されてい
るものではなく、婚姻関係が終われば、相手が
所有する資産にアクセスできなくなる。加えて、
相手が所有する資産を共同で利用する場合、夫

け取ったことがあること、高収入を得ているこ
となどといった要因が女性に有利に夫婦間の格
差を縮小させる働きをもつことが示されている。
加えて、女性が家計を管理している場合は夫婦
間の資産格差は小さく、逆に、金銭的な意思決
定において男性が最終決定権をもつ場合は格差
が大きい傾向にあることが示されている（Grabka 
et al. 2015）。
　Frémeaux and Leturcq（2022）は、フランスの
事例を取り上げ、夫婦間の資産格差における夫
婦財産制の役割について検証している。フラン
スでは、夫婦は結婚時に自分達が望む財産制度
を選択することができる。この研究では、夫婦
の資産に占める女性パートナーが保有する資産
の割合は、2018年においては約42～51％であっ
たことが示されているが、この割合は、夫婦の
法的地位（すなわち、未婚の同棲、シビル・ユ
ニオン、結婚）や選択した夫婦財産制によって
異なることが指摘されている。例えば、夫婦間
の資産格差は別産制を選択した夫婦の間でより
大きい傾向にあるものの、別産制を選択した夫
婦の方が、共通制を選択した夫婦よりも、資産
格差が時間の経過とともに縮小していくことが
示されている。選択する夫婦財産制によるこの
ような違いは、もともと保有する資産の間に大
きな乖離がある夫婦ほど別産制を選択する傾向
が強いことによってある程度説明できるとして
いる（Frémeaux and Leturcq 2022）。
　Rehm et al.（2022）によれば、オーストリアで
は、夫婦の資産に占める女性パートナーが保有
する資産の割合は約 42％である。この研究では、
夫婦間の資産格差においては両者の間の交渉力
の差が重要な役割を担っていることが示されて
いる。例えば、移民女性と居住国出身の男性の
夫婦や女性が男性よりも顕著に若い夫婦の場合、
平均して資産格差が大きい傾向にあることが指
摘されている。他方、女性が世帯内で最も金融リ
テラシーが高い場合、夫婦間の資産格差が極め
て小さくなることが示されている。加えて、高学
歴の夫婦ほど夫婦間の格差が小さい傾向がみら
れるとし、これは、ジェンダー平等の規範が高学
歴者の間でより広く受け入れられていることによ
るものである可能性もあるが、同類婚による可能

5  結婚が資産形成に対しプラスの効果をもたらす理由については、Niimi（2022）を参照されたい。



新見　陽子：資産形成において男女格差は存在するのか？

16

性も否定できないとしている（Rehm et al. 2022）。
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　先行研究では、男女間のみならず夫婦間にお
いても資産格差が確認され、夫に比べ妻の資産
保有額が少ない傾向にあることが示されてい
る。前述のように、個人資産に関するデータの
入手が難しいことから、資産格差などといった
資産に関する研究は、資産は世帯内で均等に分
配されているという仮定の下で行われることが
少なくないが、夫婦間における資産格差の存在
はそのような仮定を疑問視するものである。た
だし、欧米諸国を対象としたこれまでの研究で
は、少なくとも主たる住居に関しては夫婦が共
同で所有する傾向がみられる（例えば、Grabka 
et al. 2015; Lersch 2017; Meriküll et al. 2021）。家
計資産において大きな割合を占める住宅資産が
夫婦共同の資産であるならば、結婚は女性の資
産蓄積を後押しするものなのであろうか。本節
の最後に、結婚と女性の資産形成に関する研究
を概観する。
　近年、結婚と資産との関係について検証した
研究は増加傾向にあり、基本的には、結婚は人々
の資産蓄積においてプラスの効果をもたらすこ
とが示されている（例えば、Frech et al. 2017; 
Painter et al. 2015; Ruel and Hauser 2013; Ulker 
2009; Vespa and Painter 2011）5。ただし、これま
での研究では、データの制約上、家計資産がア
ウトカム変数として使われることが一般的で
あった。夫婦の間で資産が均等に分配されてい
るのであれば、このような分析に家計資産を用
いることは何ら問題はない。しかしながら、本
節でもみてきたように、これまでの研究では夫
婦間においても資産格差が確認されており、夫
婦の間で資産が均等に分配されている可能性は
極めて低い。もちろん、夫婦の場合、どちらが
所有しているかにかかわらず、住宅など、互い
が所有している資産を共同で利用することは可
能ではあるが、資産の共同利用は保証されてい
るものではなく、婚姻関係が終われば、相手が
所有する資産にアクセスできなくなる。加えて、
相手が所有する資産を共同で利用する場合、夫

け取ったことがあること、高収入を得ているこ
となどといった要因が女性に有利に夫婦間の格
差を縮小させる働きをもつことが示されている。
加えて、女性が家計を管理している場合は夫婦
間の資産格差は小さく、逆に、金銭的な意思決
定において男性が最終決定権をもつ場合は格差
が大きい傾向にあることが示されている（Grabka 
et al. 2015）。
　Frémeaux and Leturcq（2022）は、フランスの
事例を取り上げ、夫婦間の資産格差における夫
婦財産制の役割について検証している。フラン
スでは、夫婦は結婚時に自分達が望む財産制度
を選択することができる。この研究では、夫婦
の資産に占める女性パートナーが保有する資産
の割合は、2018年においては約42～51％であっ
たことが示されているが、この割合は、夫婦の
法的地位（すなわち、未婚の同棲、シビル・ユ
ニオン、結婚）や選択した夫婦財産制によって
異なることが指摘されている。例えば、夫婦間
の資産格差は別産制を選択した夫婦の間でより
大きい傾向にあるものの、別産制を選択した夫
婦の方が、共通制を選択した夫婦よりも、資産
格差が時間の経過とともに縮小していくことが
示されている。選択する夫婦財産制によるこの
ような違いは、もともと保有する資産の間に大
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が強いことによってある程度説明できるとして
いる（Frémeaux and Leturcq 2022）。
　Rehm et al.（2022）によれば、オーストリアで
は、夫婦の資産に占める女性パートナーが保有
する資産の割合は約 42％である。この研究では、
夫婦間の資産格差においては両者の間の交渉力
の差が重要な役割を担っていることが示されて
いる。例えば、移民女性と居住国出身の男性の
夫婦や女性が男性よりも顕著に若い夫婦の場合、
平均して資産格差が大きい傾向にあることが指
摘されている。他方、女性が世帯内で最も金融リ
テラシーが高い場合、夫婦間の資産格差が極め
て小さくなることが示されている。加えて、高学
歴の夫婦ほど夫婦間の格差が小さい傾向がみら
れるとし、これは、ジェンダー平等の規範が高学
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るものである可能性もあるが、同類婚による可能

5  結婚が資産形成に対しプラスの効果をもたらす理由については、Niimi（2022）を参照されたい。
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　このように、ドイツの事例とは対照的に、日
本では結婚が女性の資産形成においてプラスの
効果をもたないことを考慮すると、欧米諸国を
対象とした先行研究で示された男女間の資産格
差よりも、日本における男女間の資産格差の方
がより顕著である可能性が高い。次節では、日
本のデータを用いてこの点について検証するこ
ととする。

4．日本の事例

　前節のとおり、これまでの先行研究が示す分
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を縮小させる働きを有することも示されてい
る。ただし、これまでに行われた先進諸国にお
ける男女間および夫婦間の資産格差に関する研
究では、欧米諸国のみが分析対象となってい
る。また、結婚と資産との関係について分析し
た Niimi（2022）では、日本の場合、ドイツの
事例とは対照的に、女性の資産形成において結
婚による資産プレミアムが確認されないことも
指摘されている。
　以上のことから、本節では、日本の事例を取
り上げ、欧米諸国以外の国・地域における男女
間の資産格差の実態について検証する。日本は、
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ることから、非常に興味深いケースといえる。
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国中 125位で、前年の 116位から順位を下げて
おり（World Economic Forum 2022, 2023）、ジェ
ンダー平等の達成において日本が他国に後れを
とっていることに疑いの余地はない。実際、日
本の男女間の賃金格差は、OECD加盟国の中で
は、韓国、ラトビアに次いで 3番目に大きい水
準となっている 6。 加えて、日本では、欧米諸

婦の間に望ましくない経済的な依存関係を生み
出す可能性もあるほか（Lersch 2017）、夫婦間の
交渉力の分配にも影響しうる。そのため、結婚
と資産との関係について検証するにあたっては、
家計資産ではなく個人資産を用いて、妻および
夫のそれぞれの資産形成において結婚がどのよ
うな影響を及ぼすのかを検証する必要がある。
　結婚と資産との関係について、個人資産を用
いて分析した研究は、著者が把握している限
り Lersch（2017）と Niimi（2022）のみである。
ドイツの事例を取り上げた Lersch（2017）では、
妻および夫双方が、結婚による相当な資産プレ
ミアムを得ていることが確認されている。しか
し、妻の場合、結婚は夫婦による共同での住宅
投資を通じて実物資産を増加させるが、金融資
産においてはそのような効果は確認されていな
い。これとは対照的に、夫の場合、実物資産お
よび金融資産の両方において、結婚が資産蓄積
にプラスの効果をもたらすという結果が示され
ている（Lersch 2017）。
　Niimi（2022）も、Lersch（2017）と同様、個
人資産を用いて結婚と資産との関係を分析して
いるが、データの制約上、妻のケースのみを取
り上げている。ドイツで得られた分析結果とは
対照的に、日本の事例を取り上げたNiimi（2022）
では、結婚は女性の資産形成にマイナスの影響
を及ぼすことが示されている。その主な理由と
して、出産や育児などといった家庭の事情によ
る退職や労働時間の短縮などにより、妻の生涯
所得が限られてしまうことが考えられる。実際、
Niimi（2022）では、少なくとも分析対象となっ
た 20歳代半ばから 50歳代初めにかけて、未婚
女性と比較し、既婚女性の資産蓄積が著しく限
られていることが示されている。加えて、後述
のように、日本の場合、夫婦間での資産移転は
贈与税の対象となるため、このような結婚によ
る妻の所得の損失を、夫からの資産移転で補填
することは難しい。これらの理由から、妻が夫
と共同で住宅を所有することが容易ではない日
本では、女性の資産形成において住宅投資を通
じた結婚による資産プレミアムは確認されない
（Niimi 2022）。

6  これらの順位は 2021年に関するものであり、「OECD. Stat」からのデータに基づく（2023年 3月 15日取得、https://stats.oecd.org/viewhtml.
aspx?datasetcode=DEC_I&lang=en#)。
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のデータを用いる。また、ここでは夫婦間の資
産格差に焦点を当てることから、既婚の回答者
のみを分析対象とする。加えて、女性の就労状
況による資産格差への影響についても確認する
ため、分析サンプルには妻と夫の双方が生産年
齢である夫婦、すなわち 25～ 64歳の夫婦のみ
を含める。欠損値のある回答者を除いた最終的
なサンプル数は 917人である。
　本分析における夫婦間の資産格差は、夫の純
総資産（後ほど詳しく定義する）から妻の純総
資産を差し引くことで算出する。従って、この
値が正の値であれば、夫が妻より多くの資産を
保有していることを意味し、負の値であればそ
の逆を意味する。JPSCでは、既婚の回答者に
対しては、世帯全体が保有している金融資産お
よび本人名義で保有している金融資産について
質問しているため、両者の値から夫が保有する
金融資産を逆算することが可能である7。金融
資産には、預貯金、有価証券、積立タイプの保
険が含まれる。預貯金には、郵便局や銀行、信
用金庫などの各種預貯金や社内預金、金投資口
座、金貯蓄口座、中期国債ファンドなどが含ま
れる。有価証券には、株式や債券、株式投資信
託、公社債投資信託、貸付信託、金銭信託など
が含まれる。
　実物資産に関しては、回答者の主たる住居（該
当する場合は土地も含む）の市場価値をもとに計
算する。JPSCでは、回答者が本人またはその家
族が所有する住居に住んでいる場合、その住居
（該当する場合は土地も）の市場価値と所有権に
ついて質問している。ただし、複数の家族が共
同で所有している場合、各所有者の正確な持分
割合に関するデータは収集されていない。した
がって、このようなケースにおいては、各所有者
の持分割合は均等であるという仮定の下、妻お
よび夫それぞれが保有する実物資産を計算する。
　純実物資産と純金融資産は、実物資産と金融
資産の総額から、それぞれ住宅ローンとその他
の負債 8を差し引くことによって計算し、純総

国などと比較し、世帯内での性別役割分担が根
強く残っており、税制度などがそれを助長する
ような設計となっている。したがって、本節で
は、欧米諸国を対象とした先行研究の結果と日
本の状況とを比較することで、男女間の資産格
差に及ぼす税制度などの影響についても考察す
ることとする。

4.�1.　データ

　本節で用いるデータは、1993年から 2016年
において公益財団法人家計経済研究所が、2017
年からは慶應義塾大学パネルデータ設計・解析
センターが毎年実施している「消費生活に関す
るパネル調査（JPSC）」からの個票データであ
る。この調査の主な特徴は、若い女性（未婚お
よび既婚女性）に焦点を当てたパネル調査だと
いう点である。そのため、JPSCの回答者は女
性のみである。ただし、既婚女性の場合（ある
いは結婚して以降は）、夫に関する情報も毎年
収集されている。1993年の調査開始時の初期
サンプルは、当時 24～ 34歳の女性 1,500人で
あった。その後、年齢の切れ目がないよう、ほ
ぼ 5年おき（1997年、2003年、2008年、2013年）
に若い回答者が追加され、幅広い年齢層の女性
が調査の対象となっている。サンプルの代表性
を確保するため、対象者のサンプリングは全国
から層化 2段無作為抽出法により行われ、これ
まで比較的高い回答率（例えば、2019年の調
査の回答率は約 96％）を維持している。JPSC
のもう一つの特徴は、世帯調査としては珍しく、
個人資産に関する質問が含まれており、今回の
分析に適したデータだということである。ただ
し、男性の資産保有額に関しては、既婚してい
る回答者の夫のデータに限られることから、こ
こでは、男女間ではなく夫婦間に焦点を当てて
資産格差の実態について検証することとする。
　本分析では、新型コロナウィルス感染症感染
拡大の影響を避けるため、2019 年の調査から

7  より正確には、世帯全体で保有している金融資産には、世帯に他の世帯員がいる場合でも、回答者、その夫、およびその子どもが保有
する金融資産の値のみが含まれる。残念ながら、子ども名義の金融資産と、回答者および夫名義の金融資産とを区別することはできな
いものの、子ども名義の金融資産の割合は相対的に小さいことが予想される。

8  JPSCでは、負債に関するデータは個人単位ではなく夫婦単位でのみ収集されている。したがって、ここでは、回答者名義の住宅ロー
ンおよびその他の負債の額は、それぞれ、本人名義の実物資産および金融資産が夫婦全体の実物資産および金融資産に占める割合と負
債の場合の割合とが等しいという仮定の下で計算している。
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7  より正確には、世帯全体で保有している金融資産には、世帯に他の世帯員がいる場合でも、回答者、その夫、およびその子どもが保有
する金融資産の値のみが含まれる。残念ながら、子ども名義の金融資産と、回答者および夫名義の金融資産とを区別することはできな
いものの、子ども名義の金融資産の割合は相対的に小さいことが予想される。
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al. 2015; Rehm et al. 2022） で示された割合より
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とした先行研究では、持ち家には男女間の資産
格差を縮小させる効果があることが示されて
いるが（例えば、Grabka et al. 2015; Meriküll et 
al. 2021; Szymborska 2022）、ここで示す数字は、
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4.�2.　夫婦間における資産格差の現状

　表 1は、夫婦間における資産保有額の差をま
とめたものである。これによると、夫の方が妻
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平均値（千円） 夫婦間の差
絶対値（千円） 割合（％）

夫婦の純総資産 14,152

5,500 30.57妻の純総資産 4,326

夫の純総資産 9,826

表1　夫婦間の資産格差

注： 絶対値は夫の純総資産の平均値から妻の純総資産の平均値を差し引いた値を示し、割合は妻の純総資産の平均値を夫
婦の純総資産の平均値で除した値を示す。

出所：「消費生活に関するパネル調査」からのデータを用いて計算

妻の雇用
形態

妻の
純総資産
（千円）

妻の
純金融資産
（千円）

妻の
純実物資産
（千円）

夫婦の
純総資産
（千円）

夫婦間の差
絶対値
（千円）

割合
（％）

無職 3,519 2,672 847 15,756 8,718 22.33

正規雇用者 6,033 5,280 753 14,589 2,524 41.35

非正規雇用者 3,564 2,973 591 12,686 5,557 28.09

自営業者 12,021 8,950 3,071 27,994 3,952 42.94

家族従業者 2,591 2,019 571 9,054 3,872 28.61

全サンプル 4,326 3,571 755 14,152 5,500 30.57

表2　妻の雇用形態別夫婦間の資産格差

注： 絶対値は夫の純総資産の平均値から妻の純総資産の平均値を差し引いた値を示し、割合は妻の純総資産の平均値を夫婦の純総資産の平均
値で除した値を示す。

出所：「消費生活に関するパネル調査」からのデータを用いて計算
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夫婦が協力して蓄積した資産は共有財産として
扱われる。つまり、資産の所有名義が一方の配
偶者であっても、もう一方の貢献があったとみ
なされる資産は共有財産に該当し、離婚時には
財産分与の対象となる。
　このような日本の制度の下では、婚姻期間中
に共同で資産を所有することは難しく、これが
夫婦間の資産格差に一定の影響を及ぼしている
と考えられる。夫婦が共同で主たる住居を所有
することがより一般的である欧米諸国を対象
とした先行研究では、住宅資産における夫婦
間の資産格差が他の資産と比較して小さいこ
と（Grabka et al. 2015）、また持ち家が男女間の
資産格差を縮小させる効果を有することなどが
示されているが（例えば、Meriküll et al. 2021; 
Szymborska 2022）、本節で得られた日本に関す
る結果はこれらとは対照的である。実際、ドイ
ツについて分析した Lersch（2017）は、夫との
共同での住宅投資が結婚後の妻の資産蓄積を促
進することを示しているのに対し、Niimi（2022）
は、日本では女性の資産形成においてそのよう
な結婚による資産プレミアムが確認されないこ
とを指摘している。
　もちろん、妻が夫と同程度の収入を得ていれ
ば、夫婦別産制やそれに基づいた税制度は問題
にならないかもしれない。しかし、既に指摘し
ているように、日本では男女の賃金格差は比較
的大きい傾向にあるほか、日本では無職や非正
規雇用者として働く女性が少なくない。その背
景には、他の制度の影響が考えられる。日本で
は、上述の制度に加え、納税者に所得税法上の
控除対象となる配偶者がいる場合には、納税者
およびその配偶者の所得が一定の水準以下であ
れば、配偶者控除および配偶者特別控除を受け
ることができる。控除額は、納税者と配偶者の
それぞれの所得に応じて段階的に決定される。
同様に、配偶者の所得が一定の基準以下であれ
ば、社会保険料の納付も免除される。これらの
制度は、一方の配偶者が働いていない、あるい
は限られた収入しか得ていない場合には、経済
的な恩恵を与える。ただし、それと同時に、一
方の配偶者の労働供給を抑えるという歪みもも
たらす。日本の場合、夫が主たる稼ぎ手である
傾向が強いため、上述のような控除を受けるた
めに労働時間を抑えるのは、多くの場合、妻
である。実際、日本の女性の労働力参加率は

強い相関が確認される。妻が無職や非正規雇用
者である場合においては、夫婦間の資産格差は
大きく、妻が正規雇用者あるいは自営業者であ
る場合には資産格差が小さいことが確認でき
る。実物資産に関しては、妻が自営業者である
場合以外は、妻の雇用形態に関係なく保有額は
平均して小さい傾向にあるが、金融資産に関し
ては、妻が正規雇用者あるいは自営業者である
場合はそうでない場合と比較して、妻の保有額
が顕著に大きい。これらの数字は、妻の雇用形
態が、主には金融資産を通じて、夫婦間の資産
格差を決定づける重要な要因になっていること
を示唆するものである。

4.�3.　考察

　本節では、日本においても夫婦間における資
産格差が確認されたが、その度合いは欧米諸国
を対象とした先行研究が報告しているものより
も大きいことが示された。表 1および表 2が示
す記述統計から、その主な理由として、日本で
は夫婦が共同で主たる住居を所有することが欧
米諸国ほど一般的ではないこと、また正規雇用
者や自営業者として働く割合が男性と比較して
低いことなどが考えられる。
　日本では夫婦別産制がとられており、年間
110万円という基礎控除額を上回る場合は、夫
婦間においても資産の移転は贈与税の対象とな
る。ただし、生活費や子どもの教育費などのた
めの移転に関しては、贈与税は課されない。ま
た、毎年の基礎控除額に加え、婚姻期間が 20
年以上の夫婦間で居住用不動産または居住用不
動産を取得するための金銭の贈与が行われた場
合、最高 2,000万円までの控除（配偶者控除）
を受けることができる特例もある。しかし、婚
姻期間が 20年未満の夫婦の場合、妻が自分の
持ち分を支払うだけの資産がなく、また持ち分
のローンを組むだけの収入がない場合において
は、夫婦が共同で住宅を購入した場合、夫が本
人の資産の一部を妻に贈与したと税務署が判断
し、贈与税が課されることになる。したがっ
て、日本では、妻に十分な収入や資産がない場
合、夫婦が共同で住宅を所有することは制度上
難しい。ただし、興味深い点は、婚姻期間中の
夫婦間の資産移転は贈与税の課税対象となるも
のの、離婚時や一方の配偶者が死亡した際には、
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されたが、その度合いは欧米諸国を対象とした
先行研究が報告しているものよりも大きいこと
が明らかとなった。その主な理由としては、日
本では夫婦が共同で主たる住居を所有すること
が欧米諸国ほど一般的ではないこと、また無職
や非正規雇用者である女性が比較的多いことな
どが挙げられる。これらの背景には、日本では、
結婚による妻の所得の損失を夫からの資産移転
で補填しにくい税制度になっていること、また
税制度や社会保険制度が夫婦に妻の労働供給を
抑えるインセンティブを与える設計になってい
ることなどがあると考えられる。ただし、これ
らは記述統計に基づいた見解であり、日本の夫
婦間における資産格差の主たる要因を追求する
にあたっては、回帰分析などといったより厳密
な分析が求められることは言うまでもない。
　しかしながら、本稿で示された結果からいく
つかの政策的含意を導くことができる。一つに
は、男女間および夫婦間の資産格差を是正する
には、男女間の賃金格差など、労働市場におけ
る男女差別を解消することが不可欠である。加
えて、日本においては、夫婦に妻の労働供給を
抑えるインセンティブを与えるような現行の税
制度および社会保険制度の見直しが急がれる。
更に、日本の場合、夫婦が共同で住宅を所有す
ることの障壁の一つとして、夫婦間の資産移転
が贈与税の対象になっていることが考えられる
とすると、このような税制度の見直しについて
も議論の余地があるのではなかろうか。夫婦間
における資産格差は、夫婦の間で望ましくない
経済的な依存関係を生み出しかねず、また夫婦
間の交渉力の分配にも影響しかねないため、資
産格差是正に向けた取組みは喫緊の課題である
ことは間違いない。
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5．おわりに

　本稿では、これまで看過されがちであった資
産形成における男女格差について検証すること
を主たる目的とした。男女間および夫婦間にお
ける資産格差、また結婚が女性の資産形成に与
える影響などについて分析した先行研究を概観
したところ、一貫して、男女間のみならず夫婦
間においても資産格差が確認され、男性に比べ
女性の資産保有額が少ない傾向にあることが明
らかとなった。その主な要因としては、所得や
労働市場における特色、ポートフォリオの構成
などでみられる男女の違いが挙げられているほ
か、夫婦間の資産格差においては夫婦財産制と
いった制度や夫婦間の交渉力の差などが一定の
役割を担うことが示されている。他方、欧米
諸国を対象としたこれまでの研究では、少な
くとも主たる住居に関しては夫婦が共同で所有
する傾向がみられるなど、住宅資産は男女間
の資産格差を縮小させる働きを有することが
指摘されている（例えば、Meriküll et al. 2021; 
Szymborska 2022）。
　これまでの先進諸国に関する先行研究は欧米
諸国のみが対象となっているため、本稿では、
「消費生活に関するパネル調査」からの個票デー
タを用いて、日本における夫婦間の資産格差に
ついて検証することを試みた。これによると、
日本においても夫婦間における資産格差が確認

9  これらの統計は「OECD. Stat」からのものである（2023年 8月 2日取得、https://stats.oecd.org/viewhtml.aspx?datasetcode=DEC_I&lang=en#）。
10  男女の非正規雇用者に関する統計は、「労働力調査」の長期時系列データに含まれる年平均の値である（2023年 3月 15日取得、https://

www.stat.go.jp/data/roudou/2.html）。
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